
日本が政治、安全保障及び経済上の国益を確
保し、自由、民主主義、人権、法の支配といっ
た普遍的価値に基づいた、日本にとって望まし
い国際秩序を維持・発展させていくためには、
国際情勢の変化を冷静に把握し、その変化に対
応しながら、戦略的に外交を展開していく必要
がある。
以下、日本を取り巻く国際情勢認識及び日本
外交の展望について概観する。

	1-1	情勢認識

世界は今、時代を画する変化の中にある。国
際社会におけるパワーバランスの変化が加速・
複雑化する中、経済安全保障などの新たな課題
や、宇宙、サイバーなど新領域における脅威が
顕在化するなど、安全保障上の課題が広範化・
多様化し、もはやどの国も、一国のみで自国の
平和と安全を守ることができなくなっている。
同時に、グローバル化の急速な進展への反動
が広がり、米国や欧州など、これまで自由貿易
の恩恵を受けていた国々の中でも保護主義・内
向き志向が顕著となっている。また、力を背景
とした一方的な現状変更の試みやテロ及び暴力
的過激主義の拡大などにより、日本を含む世界
の安定と繁栄を支えていた自由、民主主義、人
権、法の支配といった普遍的価値に基づく国際
秩序が挑戦を受けている。
そうした中、新型コロナウイルス感染症（以

下「新型コロナ」という。）の世界的拡大に伴
い、人間の安全保障が脅かされるとともに、上
述した傾向が増幅され、世界各地で経済社会の
変革をもたらしている。

（1）中長期的な国際情勢の変化
ア	パワーバランスの変化
新興国の台頭などに伴い国際社会のパワーバ

ランスは大きく変化し、自らに有利な国際秩序
の形成や影響力の拡大を目指した国家間の競争
が更に顕在化している。こうした中、新型コロ
ナ危機に乗じた現状変更の試みが見られるな
ど、普遍的価値に対する挑戦は厳しさを増し、
既存の秩序をめぐる不確実性は増大している。

イ	脅威の多様化と複雑化
大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡散、深刻化

する国際テロといった脅威は、引き続き国際社
会にとっての重大な課題である。
同時に、近年、安全保障の裾野が経済・技術

分野にも一層拡大していることを踏まえ、これ
らの分野における安全保障政策に係る取組の強
化が必要となっている。取り分けIoT（モノの
インターネット）、5G（第5世代移動通信シス
テム）、AI（人工知能）、量子技術など、今後
の社会や国民生活の在り方に本質的な変化をも
たらし得る新たな技術革新が進展している。各
国は、国の競争力に直結するこれらの技術開発
にしのぎを削るとともに、技術を安全保障領域
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に応用する動きを活発化させており、今後、イ
ノベーションの成否が安全保障環境にも大きな
影響を与えることが予測される。
また、近年の科学技術の進歩により、宇宙・
サイバー空間における活動が活発化している
が、これは大きな機会とともに新たなリスクや
脅威も生み出しており、国際的なルール作りが
安全保障上の観点からも課題となっている。

ウ	世界経済の動向	
（保護主義、内向き傾向の顕在化、経済摩擦）
世界経済は、グローバル化やデジタル技術を
始めとするイノベーションの進展とともに、世
界的なサプライチェーンと金融システムの発達
により、これまで以上に相互依存が深まってい
る。これにより、一地域における経済ショックや
商品相場の変動などが、他の地域又は世界経済
全体に及ぼす影響が増大している。加えて、AI、
ロボティクス、ビッグデータなどに代表される、
第4次産業革命による情報通信技術の革新的な
進歩は、国際経済秩序に一層の変容を迫ってい
る。また、国境を越えた経済活動を更に円滑な
ものとするため、ルールに基づいた経済秩序の
維持・構築の必要性が一層高まっている。
一方、グローバル化に逆行する動きとして広
がった保護主義や内向き志向は、引き続き世界
各地で見られる。その背景は、国内所得格差の
拡大、雇用の喪失、移民の増加、地球環境問題
など一様ではないが、新型コロナの感染拡大に
より、その傾向は一層顕著となっている。

エ	地球規模課題の深刻化
国際社会全体の開発目標である「持続可能な
開発目標（SDGs）1」が、その第一の目標とし
て掲げているのが貧困の撲滅である。新型コロ
ナ危機により、新たに貧困に陥る人や、より深
刻な貧困状態に陥る人が世界的に増え、より脆
弱な人々にとっての負の影響が甚大になる中
で、人間の安全保障の観点からも貧困の撲滅に
向けた取組を改めて加速する必要がある。

1	 SDGs：Sustainable Development Goals

また、感染症は、人々の生命・健康を脅か
し、社会全体に大きな影響を及ぼす深刻な課題
である。グローバル化により国境を越える人の
移動が飛躍的に増加し、感染症の流行・伝染の
脅威も深刻さを増している。2019年12月以
降、世界各地で猛威を振るっている新型コロナ
の勢いは衰えておらず、2021年1月には世界
全体の累計感染者数が1億人を突破した。引き
続き世界経済にも甚大な影響を及ぼしており、
ワクチン接種が進むことに伴う経済社会活動の
再開に期待がかかっている。
さらに、今後も気候変動の影響により自然災

害が激甚化することが予想されており、特に脆
ぜい

弱
じゃく
な環境にある人々に深刻な影響をもたらすこ

とが懸念されている。新型コロナ危機からの復
興においても、気候変動対策に注目が集まって
いる。
これらの地球規模課題を解決するためには、

SDGsへの取組を着実に実施し、科学技術・イ
ノベーションを積極的に活用して、社会・経
済・環境分野の課題に統合的に取り組むことが
重要である。

（2）大変厳しい状況にある東アジアの	
安全保障環境

日本を取り巻く安全保障環境は、格段に速い
スピードで厳しさと不確実性を増している。ま
た、日本の周辺には、質・量ともに優れた軍事
力を有する国家が集中し、軍事力の更なる強化
や軍事活動の活発化の傾向が顕著となっている。

ア	北朝鮮による核・ミサイル開発
北朝鮮は、累次の国連安保理決議に従った、

全ての大量破壊兵器及びあらゆる射程の弾道ミ
サイルの完全な、検証可能な、かつ、不可逆的
な方法での廃棄を依然として行っていない。北
朝鮮は、2019年に引き続き、2020年3月に4
回、2021年3月にも弾道ミサイルの発射を行っ
た。また、10月の朝鮮労働党創建75周年記念
閲兵式や2021年1月の朝鮮労働党第8回大会
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記念閲兵式では、新型の大陸間弾道ミサイル
（ICBM）や潜水艦発射型弾道ミサイル（SLBM）
の可能性があるものなどを登場させた。

イ	中国の透明性を欠いた軍事力の強化と	
一方的な現状変更の試み
中国の平和的な発展は、日本としても、国際
社会全体としても歓迎すべきことである。しか
し、中国は国防費を継続的に増大させ、透明性
を欠いたまま軍事力を広範かつ急速に強化・近
代化しており、宇宙・サイバー・電磁波といっ
た新たな領域における優勢の確保を目指してい
る。また、東シナ海、南シナ海などの海空域
で、既存の海洋法秩序と相容

い
れない主張に基づ

く行動や力を背景とした一方的な現状変更の試
みを継続している。
東シナ海では、尖閣諸島周辺海域における中
国海警船舶による領海侵入事案が続いており、
これら船舶による領海侵入時間や接続水域内で
の航行日数が過去最長を更新し、日本漁船への
接近事案が繰り返し発生している。また、中国
軍艦艇・航空機による活動も拡大・活発化して
いる。さらに中国は、排他的経済水域及び大陸
棚の境界が未画定の海域で、一方的な資源開発
を継続するとともに、近年、東シナ海を始めと
する日本周辺海域で、中国による日本の同意を
得ない調査活動や同意内容と異なる調査活動も
多数確認されている。
南シナ海をめぐる問題は、地域の平和と安定
に直結する、国際社会の正当な関心事項であ
る。中国は、南シナ海で、「南沙区」や「西沙
区」と呼ばれる新たな行政区の設置を発表し、
また、埋め立てられた地形の一層の軍事化な
ど、法の支配や開放性とは逆行する一方的な現
状変更の試み、さらにはその既成事実化を一段
と進めている。また、中国は、度重なる軍事演
習の実施やミサイルの発射など、地域の緊張を
高める行動を継続している。

	1-2	米国と中国を中心とする動き

（1）トランプ政権からバイデン政権への移行
ア	トランプ政権下での米国
トランプ大統領の任期最後の年となった2020
年の米国は、新型コロナの感染拡大及び人種問
題をめぐる分断を始め、大きな困難に直面した。
1月下旬に米国初の新型コロナ感染者が確認

され、同月31日、トランプ大統領は公衆衛生
緊急事態を宣言した。しかし、3月に入って米
国内の感染は急速に拡大し、同月下旬には累積
感染者数が中国を抜き、米国が世界最大の新型
コロナ感染国となった。これに伴い、米国全土
で外出禁止令や経済活動制限措置が採られ、そ
れまで好調であった米国経済は大きく後退し
た。感染拡大前の2月には約60年ぶりの低水
準（3.5％）を記録していた失業率は、4月に
は戦後最悪の水準（14.8％）へと急速に悪化
し、2020年の実質GDP成長率も前年比でマ
イナス3.5％と、1946年（マイナス11.6％）
に次ぐ、戦後2番目のマイナス成長となった。
同時に、これまで米国社会に暗い影を落とし
ていた人種差別に対する抗議運動が、全米で激
しさを増した。5月、ミネソタ州において黒人男
性ジョージ・フロイド氏が白人警官により首を膝
で圧迫され死亡する事件が発生した。フロイド
氏が地面に押さえつけられながら「息ができな
い」と懇願する動画が拡散し、人種差別への抗
議行動が「ブラック・ライブズ・マター」運動と
して全米各地に拡大した。警官との衝突などに
より多くの逮捕者、一部の都市では死傷者が発
生し、南北戦争の南軍将軍の銅像を始め歴史的
人物の像の撤去や破壊なども相次いだ。さらに8
月、ウィスコンシン州で白人警官による黒人男性
ジェイコブ・ブレイク氏銃撃事件が発生し、抗
議行動は再燃した。トランプ大統領は、「ブラッ
ク・ライブズ・マター」運動に関し、極左や無政
府主義者による暴動から国民を守るとして、「法
と秩序」の維持を最優先に厳しく対処する立場
を採ったことから、人種間格差や「法と秩序」の
維持が大統領選の大きな争点となった。
このように国内で大きな課題を抱える中、
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トランプ政権は外交面において、米国第一主
義を掲げ、独自の外交政策を推進した。トラン
プ政権はこれまでに国連教育科学文化機関
（UNESCO）、国連人権理事会、パリ協定など
から脱退・離脱していたが、加えて7月には世
界保健機関（WHO）から1年後に脱退する旨
を国連に通告するに至った。また、7月にドイ
ツ駐留米軍を削減する計画を発表するなど、北
大西洋条約機構（NATO）との距離も開いた。

イ	バイデン政権の誕生
11月3日の大統領選挙の一般投票の結果、
バイデン前副大統領が史上最多となる8,100
万を超える票を獲得し、2021年1月20日に
バイデン政権が誕生した。バイデン大統領は、
就任前から国際協調路線を打ち出すとともに、
新政権の最重要課題として新型コロナ対策、経
済再建、人種間平等、気候変動対策などを掲げ
た。就任初日には大統領令を始めとする17も
の行政措置に署名し、WHO脱退の撤回やパリ
協定への復帰を始め、トランプ前政権の措置を
撤回するなど、新たな米国の姿を内外に対して
示した。また、2021年2月8日には、トラン
プ政権下で脱退した国連人権理事会への復帰が
表明された。
バイデン政権に対する米国内外からの期待は
高いが、新政権は困難な舵

かじ
取りを迫られてい

る。米国における新型コロナ感染者数は世界最
多であり（2021年3月時点で2,800万人超）、
長引く新型コロナとの闘いが米国経済に影を落
としている。また、大統領選挙と同日に行われ
た連邦議会選挙において民主党が上下両院で多
数派を確保し、新政権にとって追い風となった
が、両院共に議席数の差は僅かであり、新政権
がその公約を前進させるために議会共和党とも
協力を進められるかが注目される。さらに、
2021年1月6日の連邦議事堂への暴徒の乱入
事案などに象徴されるように、米国社会の分断
は深刻さを増しており、米国民をいかに結束さ
せられるかが問われている。

（2）中国の更なる台頭
近年、中国は、経済、軍事・安全保障、外交

を始め、様々な分野で顕著な台頭を見せている。
新型コロナの影響により、中国経済は1992年
以来で初のマイナス成長を一時記録したものの、
生産や投資、輸出が牽

けん
引
いん
する形で経済の回復が

進んだ。主要各国の経済が軒並みマイナス成長
となる中、中国の2020年の実質GDP成長率は
2.3％とプラス成長となった。
また、中国の国防費は過去30年間で約44倍

に増加している。米国国防省が9月に発表した
年次報告書によれば、造船、陸上発射型の通常
弾道・巡航ミサイル、統合防空システムを含め、
いくつかの分野では、中国は既に米国と同等か
それを上回る能力を得ているとされている。
さらに中国は、トランプ前政権が米国第一主

義を掲げる中、外交面においても国際社会にお
ける影響力の拡大を図った。例えば、4月、ト
ランプ大統領がWHOへの拠出停止を表明し
た後、中国政府はWHOへの3,000万米ドル
の追加拠出を発表した。また、習

しゅう
近
きん
平
ぺい
国家主席

がワクチンを「世界の公共財」とすると表明す
るなど、中国は、新型コロナの世界的感染拡大
を受け、医療物資やワクチンの供与を積極的に
外交に活用している。さらに、2021年1月に
は中国海警局の海上権益擁護法執行の任務など
を規定する「中国海警法」が全人代常務委員会
において可決、翌2月に施行されるなど、中国
の海上権益擁護のための法整備も進めている。

（3）米中関係
2020年、トランプ前政権下における米中関

係は、緊張の度合を深めた。2019年に続き、
両国は通商問題や先端技術をめぐる競争など
様々な分野で厳しく対

たい
峙
じ
し、それは政治、外

交、軍事・安全保障、メディア、教育などにも
及び、相手国への非難や制裁が頻発した。例え
ば、米国連邦議会では、6月に「ウイグル人権
政策法」、7月に「香港自治法」が成立するな
ど中国に対する厳しい制裁を含む対応を求める
声が高まったほか、安全保障上の懸念などを理
由に、多くの中国企業に対して規制が強化され
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た。また、米国が7月末にスパイ活動と知財窃
取の拠点であるとして、ヒューストンにある中
国総領事館を閉鎖させると、これに対抗して中
国も成都にある米国総領事館を閉鎖させた。さ
らに、新型コロナをめぐっても、トランプ大統
領は「中国ウイルス」と表現するなど、ウイル
スの蔓

まん
延
えん
拡大に対する中国の責任を強調した。

また、2021年1月には、米国は、新疆ウイグ
ル自治区における人権状況を「ジェノサイド
（集団殺害）」と判断した。
バイデン政権は、厳しい対中姿勢を基調とし

ながらも、国際保健をめぐる課題や気候変動問
題など協力できる分野では協力を模索すること
が予想される。2021年2月、バイデン大統領
就任後初めての米中首脳電話会談が行われ、米
国務省は、バイデン大統領が中国の強圧的で不
公正な経済慣行、香港での弾圧、新

しん
疆
きょう
ウイグ

ル自治区での人権侵害、台湾を含む地域での強
圧的行動に対する懸念を強調したと発表した。
一方、中国側発表によれば、習近平国家主席は、
協力は米中双方の唯一かつ正しい選択肢と述べ、
各種の対話メカニズムの再構築を提案するなど、
新政権との協力関係の構築に期待をにじませた。
世界第1位、第2位の経済大国である米中両国
間で安定的な関係が構築されることは、日本の
みならず、国際社会全体に関わる問題であるこ
とから、引き続き今後の動向が注目される。

	 2	 日本外交の展望

世界が大きな変化と課題に直面する中で、日
本は、各国との連携を図りながら、従来以上に
大きな責任と役割を果たさなければならない。
取り分けポスト・コロナの世界を見据え、多国
間主義を尊重し、安全保障や経済面でも、自由
で、公正な秩序、ルールの構築に向け、主導的
な役割をより一層果たすことが日本に求められ
ている役割である。このような認識の下、日本
は、在外公館の数と質の両面の強化を含め外交
実施体制の強化に取り組み、引き続き国益の増
進に全力を尽くすとともに、国際社会の平和と
繁栄に貢献していく。また、日本の政策・取組・

立場に対する理解と支持を拡げるため、パブリッ
ク・ディプロマシーを一層力強く展開していく。

（1）「包容力と力強さを兼ね備えた外交」
日本にとって望ましい、安定しかつ予見可能

性が高い国際環境を創出していくためには、外
交努力をもって世界各国及び国際社会との信
頼・協力関係を築き、国際社会の安定と繁栄の
基盤を強化し、脅威の出現を未然に防ぐことが
重要である。この観点から、外務省は国際協調
主義に基づく「積極的平和主義」の下、「包容
力と力強さを兼ね備えた外交」、すなわち、多
様性を尊重し、その中で日本が国際社会での調
整力を発揮していくと同時に、事に臨んでは毅

き

然
ぜん
とした対応を取る外交を展開してきた。
安倍総理大臣は2012年12月の二次政権発

足以降、9月の退任までに80か国・地域（延
べ176か国・地域）を訪問した。また、新型
コロナ感染拡大下にあって、菅総理大臣は、9
月の就任後、初の外遊としてベトナム及びイン
ドネシアを訪問した。また、茂木外務大臣は、
2019年9月の就任以来、34か国・地域（延
べ35か国・地域）を訪問するとともに、120
回を超える電話・テレビ会談を実施した（2021
年1月末時点）。この結果、国際社会における
日本の存在感は着実に高まり、菅総理大臣と各
国首脳、茂木外務大臣と各国外相との個人的な
信頼関係も深まっている。
日本は今後とも国際社会の安定勢力として、

各国のリーダーと信頼関係を築き、日本の国益
を増進するとともに、世界の平和と繁栄のため
国際社会を主導していく。

（2）日本外交の七つの重点分野
日本は、日本の国益を守り増進するため、①

日本外交・安全保障の基軸である日米同盟の強
化、②「自由で開かれたインド太平洋」の推
進、③中国・韓国・ロシアといった近隣諸国外
交、④北朝鮮をめぐる諸懸案への対応、⑤中東
情勢への対応、⑥新たなルール作りに向けた国
際的取組の主導及び⑦地球規模課題への対応を
中心に、外交に取り組んでいく。
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【1　日本外交・安全保障の基軸である日米同盟
の強化】
日米同盟は、日本の外交・安全保障の基軸で
あり、地域と国際社会の平和と繁栄にも大きな
役割を果たしている。地域の安全保障環境が厳
しさと不確実性を増す中で、日米同盟はこれま
で以上に重要になっている。
2021年1月に発足したバイデン政権との間
でも、日米同盟を一層強化するとともに、「自
由で開かれたインド太平洋」の実現や、新型コ
ロナ対策、気候変動問題、北朝鮮への対応を始
めとする地域及び国際社会の諸課題の解決に向
け、緊密に連携していく。
また、普

ふ
天
てん
間
ま
飛行場の辺

へ
野
の
古
こ
への移設や在沖

縄海兵隊のグアムなどへの国外移転を始めとす
る在日米軍再編についても、在日米軍の抑止力
を維持しつつ、沖縄を始めとする地元の負担軽
減のため、今後とも日米で緊密に連携して取り
組んでいく。

【2　「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）2」の
推進】
インド太平洋は、世界人口の半数を擁する世
界の活力の中核であると同時に、各国の「力」
と「力」が複雑にせめぎ合い、力関係の変化が
激しい地域でもある。この地域において、法の
支配に基づく自由で開かれた秩序を実現し、地
域全体、ひいては世界の平和と繁栄を確保して
いくことが重要である。
こうした観点から、日本は、法の支配に基づ

く「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向
けた取組を、考え方を共有する国々と連携しつ
つ戦略的に推進してきている。この構想は今や、
米国、オーストラリア、インド、ASEAN、欧州
の主要国とも共有され、国際社会において幅広
い支持を得つつあり、様々な協議や協力が進ん
でいる。ポスト・コロナの時代に向けて、このビ
ジョンの意義、重要性はますます高まっており、
二国間や日米豪印を含む様々な多国間対話の機
会を捉え、より多くの国々に連携を広げていく。

2	 FOIP：Free and Open Indo-Pacific

【3　中国・韓国・ロシアといった近隣諸国外交】
日本の平和と繁栄を確保していく上では、近

隣諸国との間で安定的な関係を築いていくこと
が重要となる。

〈中国〉
東シナ海を隔てた隣国である中国との関係

は、日本にとって最も重要な二国間関係の一つ
である。安定した日中関係は地域及び国際社会
の平和、安定、繁栄にとって重要であり、日中
両国が共に責任ある大国として、地域・国際社
会の諸課題に取り組み、貢献していくことが日
中関係の更なる強化につながる。今後も首脳間
を含むハイレベルで緊密に意思疎通を行い、中
国との安定的な関係を構築していく。
同時に、中国との間には、様々な懸案が存在

しているが、引き続き首脳会談や外相会談など
のハイレベルの機会を活用して、主張すべきは
しっかりと主張し、中国側の具体的行動を強く
求めていくことが重要である。東シナ海で継
続・強化される中国による力を背景とした一方
的な現状変更の試みは断じて認められず、引き
続き、関係国との連携を強化しつつ、日本の領
土・領海・領空を断固として守り抜くとの決意
の下、冷静かつ毅然と対応していく。

〈韓国〉
韓国は重要な隣国であり、北朝鮮への対応を

始め、地域の安定には日韓、日米韓の連携が不
可欠である。しかしながら、2020年以降も、
旧朝鮮半島出身労働者問題や慰安婦問題などに
より、日本側にとって受け入れられない状況が
続いている。特に、2021年の元慰安婦等によ
るソウル中央地方裁判所における訴訟に係る判
決確定は、国際法及び日韓両国間の合意に明ら
かに反するものであり、断じて受け入れること
はできない。日本政府として、両国間の問題に
関する日本の一貫した立場に基づき、国際法違
反の状態の是正を含め、今後とも韓国側に適切
な対応を強く求めていく。
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〈ロシア〉
インド太平洋地域の戦略環境が大きく変化し
つつある中で、ロシアと安定的な関係を構築す
ることは、日本の国益のみならず、地域の安定
と発展にとっても極めて重要であり、日本とし
てロシアとの関係を重視する姿勢に変わりはな
い。一方、日露関係にとって最大の懸案である
北方領土問題が、戦後75年以上を経過した今
も未解決のままとなっている。日露両首脳の強
いリーダーシップの下、北方四島の帰属の問題
を解決して平和条約を締結すべく、引き続き、
ロシアとの交渉に粘り強く取り組んでいく。

【4　北朝鮮をめぐる諸懸案への対応】
日本は、2002年の日朝平

ピョンヤン
壌宣言に基づき、

拉致、核、ミサイルといった諸懸案を包括的に
解決し、不幸な過去を清算して、日朝国交正常
化を図ることを基本方針として、様々な取組を
進めている。日本としては、引き続き、米国や
韓国と緊密に連携し、中国やロシアを含む国際
社会と協力しながら、関連する国連安保理決議
の完全な履行を進め、朝鮮半島の非核化を目指
していく。
また、北朝鮮による拉致は、日本の主権や国
民の生命と安全に関わる重大な問題であると同
時に、基本的人権の侵害という国際社会全体の
普遍的問題である。日本は、拉致問題の解決を
最重要課題と位置付けており、引き続き米国を
始めとする関係国と緊密に連携し、一日も早い
全ての拉致被害者の帰国を実現すべく、全力を
尽くしていく。

【5　中東情勢への対応】
日本は、原油の約9割を中東地域から輸入し
ており、中東地域の平和と安定を促進し、中東
地域諸国との良好な関係を維持、強化していく
ことは、日本の平和と繁栄のために極めて重要
である。こうした観点から、日本は、近年、経
済のみならず、政治・安全保障、文化・人的交
流を含めた幅広い分野で、中東地域諸国との関
係強化に努めている。近年では中東地域で高い
緊張状態が継続しており、日本は、中東地域の

緊張緩和と情勢安定化に向けて積極的に取り組
んでいく。また、日本関係船舶の安全確保のた
めに2020年から中東の海域における自衛隊の
艦艇及び航空機による情報収集活動を実施して
おり、引き続き中東地域における日本関係船舶
の安全確保に取り組んでいく。

【6　新たなルール作りに向けた国際的取組の主導】
世界経済は、保護主義の台頭や、貿易上の紛

争といった課題に加え、新型コロナに伴う経済
活動の停滞や需要の急減、人の移動の制限と
いった課題に直面している。こうした中、2020
年11月には地域的な包括的経済連携（RCEP）
協定の署名、2021年1月には、日英包括的経済
連携協定（日英EPA）の発効に至るなど、日本
は、経済連携による貿易自由化とルール作りの
努力を継続している。引き続き、日本の平和と
繁栄の基礎となる自由で公正な経済秩序を広げ
るべく、RCEP協定の早期発効及びその確実な
履行の確保、2021年の環太平洋パートナーシッ
プ（TPP）委員会議長国としてのTPP11協定の
着実な実施及び拡大に向けた取組、その他の経
済連携協定交渉などに積極的に取り組んでいく。
また、ポスト・コロナで重要性が増すデジタ
ル分野においては、G20大阪サミットで議長
国として立ち上げた「大阪トラック」を国際的
に推進し、データ流通の共通のルール作りを主
導していく。サイバーや宇宙といった新領域や、
技術革新の進展によって裾野が広がる経済・技
術分野の安全保障といった新たな分野において
も、既存の国際法が適用されることを前提とし
つつ、国連などにおける活動を通じて、新たな
国際的なルール作りに力を入れていく。さらに、
「質の高いインフラ投資に関するG20原則」や
「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」など、
日本がG20大阪サミットで打ち出した原則・
ビジョンの普及・具体化に向けて、引き続き国
際的な指導力を発揮していく。

【7　地球規模課題への対応】
平和構築、テロ、軍縮・不拡散、法の支配、
人権、女性のエンパワーメント及びジェンダー
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平等、防災、国際保健、環境・気候変動問題な
ど地球規模課題は、一国のみで対処できるもの
ではなく、国際社会が一致して対応する必要が
ある。日本は、国際社会において自由、民主主
義、人権、法の支配を普遍的価値として尊重し、
脆弱な立場に置かれた人々を大切にし、個々人
がその潜在力を最大限いかすことができる社会
を実現すべく、人間の安全保障の考えの下、引
き続き国際貢献を進めていく。また、SDGsの
達成に向けた国際社会の取組を主導すべく、国
内外で具体的な取組を一層加速させていく。

〈国際保健〉
保健分野は、個人を「保護」し、その「能力
を開花」させるという、人間の安全保障の具現
化において極めて重要である。「誰の健康も取
り残さない」との考えの下、ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ（UHC）を推進するため、
これまで日本は、各国や国際機関と協力しなが
ら、感染症対策や母子保健、栄養改善などの大
きな成果を上げてきた。新型コロナの感染拡大
に伴い、日本は開発途上国に対して、新型コロ
ナ対策のための保健・医療サービスの提供に加
え、ASEAN感染症対策センター設立への支援
を始め、中長期的な観点からの良質、強

きょう
靭
じん
で

包摂的な医療・保健システムの構築に必要な支
援を行っている。また、2021年には東京栄養
サミット2021を主催予定であり、栄養改善に
向けた国際的取組を推進する。

〈気候変動〉
気候変動問題への取組は、新型コロナ危機か
らの復興の文脈でも重要性を増している。国連
気候変動枠組条約第24回締約国会議（COP24）
（2018年）においてパリ協定の本格運用に向
けた実施方針が採択されたが、市場メカニズム
の実施指針の交渉についてはCOP25（2019
年）でも合意に至らず、依然として継続検討と
なっている。パリ協定が目指す脱炭素社会の実
現のため、2021年のCOP26に向け、引き続
き国際社会をリードしていく。

〈軍縮・不拡散への積極的取組〉
日本は、唯一の戦争被爆国として、核兵器の

ない世界の実現に向け国際社会の取組をリード
していく責務がある。日本は、核兵器廃絶決議
の国連総会への提出、軍縮・不拡散イニシア
ティブ（NPDI）、「核軍縮の実質的な進展のため
の賢人会議」などを通じて核兵器国と非核兵器
国の間の橋渡しに努めつつ、核兵器国も参加す
る現実的かつ実践的な取組を重ねてきている。
さらに、日本は、国際的な不拡散体制・ルー
ルの維持・強化、国内における不拡散措置の適
切な実施、各国との緊密な連携・能力構築支援
などを通じて、不拡散政策にも力を入れている。
日本は国際的な核軍縮・不拡散体制の礎石であ
る核兵器不拡散条約（NPT）体制の維持・強化
を重視しており、2021年8月に開催が見込ま
れるNPT運用検討会議が意義ある成果を収め
るよう、国際的な議論に積極的に貢献していく。

〈国連・国際機関との連携強化と国連安保理改革〉
日本はこれまで、国連平和維持活動（PKO）
を通じた貢献や、国連安全保障理事会（安保理）
非常任理事国を国連加盟国中最多の11回務め
るなどして、国際社会の平和と安全の維持のた
め主要な役割を果たしてきた。創設から75年
が経過した現在、国連を21世紀にふさわしい
効率的かつ効果的なものとしていくことは喫緊
の課題であり、日本は今後とも国連安保理改革
の早期実現と日本の常任理事国入りを目指し、
働きかけを行っていく。また、日本の常任理事
国入りが実現するまでの間も国際社会の平和と
安全の維持に貢献し続けるべく、2022年安保
理非常任理事国選挙での当選を目指している。
さらに、日本は国連を始め国際機関が様々な

課題に取り組む上で、政策的貢献や分担金・拠
出金の拠出に加え、広い意味での人的貢献を
行ってきており、日本人職員の増員、幹部職員
ポストの獲得にも努めていく。

〈アフリカ〉
アフリカは、近年成長が著しい一方、多くの

課題に直面している。日本は、1993年に世界に
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先駆けて立ち上げたアフリカ開発会議（TICAD）
を通じ、アフリカの開発に貢献してきている。
TICADを通じたアフリカの保健・医療体制を
中長期的に支える日本の取組は、今般の新型コ
ロナ流行下において真価を発揮している。新型
コロナが保健・医療面を始めとするアフリカの

開発課題を浮き彫りにする中、日本は、2022
年にチュニジアで開催されるTICAD8を見据え、
日本の強みや日本らしさをいかした取組を通
じ、アフリカとの関係を強化し、アフリカ自身
が主導する発展を力強く後押ししていく。

日米豪印4か国は、基本的価値を共有し、地域におい
て責任を有するパートナーとして、ルールに基づく自由
で開かれた国際秩序を強化していくという目標を共有し
ています。この目標に向け、大きな役割を果たすのが「自
由で開かれたインド太平洋」構想です。その実現のため、
4か国はこれまでも、質の高いインフラ、海洋安全保障、
テロ対策などの共通の課題につき具体的な協力を進める
ために幅広く議論を行ってきました。
そのような中、10月6日、ペイン・オーストラリア外

相、ジャイシャンカル・インド外相、ポンペオ米国国務
長官が東京の飯倉公館に集まり、茂木外務大臣主催の下
で、日米豪印外相会合と夕食会が開催されました。4名の外相が会合を持つのは、2019年9月に国
連総会の機会にニューヨークで開催された第1回会合に続き2回目ですが、今回は、国際会議などに
合わせたものではなく単独で開催される初めての会合となりました。また、同会合は新型コロナウイ
ルス感染症（以下「新型コロナ」という。）の発生・拡大後、初めて日本で行われる閣僚レベルの国
際会議となり、必要な感染防止措置を講じた上で開催されました。
会合においては、新型コロナの発生・拡大に伴い顕在化した諸課題への対応について意見交換を行

い、保健・衛生やデジタル経済を始めとする分野での新たな国際ルール作りなどの課題について引き続
き連携していくことを確認しました。また、「自由で開かれたインド太平洋」は地域の平和と繁栄に向
けたビジョンであり、ポスト・コロナの世界を見据え、ますますその重要性を増しているとして、その
実現に向け、より多くの国々へ連携を広げていくことの重要性を確認しました。加えて、北朝鮮や東シ
ナ海・南シナ海を始めとする地域情勢についても意見交換を行いました。さらに、今後、この外相会合
を定例化するとともに、来年の適切なタイミングで次回の会合を開催することでも一致しました。
新型コロナの世界的な感染拡大に伴い、様々な分野で既存の国際秩序が挑戦を受けていますが、そ

うした中、志を同じくする4か国の外相が、現在の情勢認識や今後の対応策について、しっかり時間
をかけて率直な意見交換を行うことができたことは、正に時宜を得たものでした。
日米豪印は、緊密なパートナーとして、インド太平洋を自由で開かれたものとし、地域の安定と繁

栄を確保するため、引き続き様々な協力を着実に進めていきます。

会合前に菅総理大臣を表敬する米豪印の外相
（10月6日、東京　写真提供：内閣広報室）

日米豪印外相会合の様子（10月6日、東京）

日米豪印外相会合特集

第2回日米豪印外相会合に出席する4か国の外相
（10月6日、東京）
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